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蓮田市コミュニティセンター指定管理者募集要項 

 

１ 指定管理者の募集について 

 蓮田市では、蓮田市コミュニティセンター（以下「センター」という。）の管理運営を効果的・効

率的に行うため、民間事業者の有する能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経

費の節減を図ることを目的として、蓮田市コミュニティセンター設置及び管理条例（昭和５６年蓮

田市条例第１号。以下「条例」という。）第１４条の規定により、センターの管理に関する業務を行

う指定管理者を募集します。 

 

２ 施設の概要 

（１） 施設の名称及び概要 

（２）施設の設置目的 

センターは、地域住民の連帯感を醸成し、地域に根ざした新しいコミュニティ形成を促進する

ために設置されています。 

（３）施設の運営状況 

① 利用状況   別紙１－１の１、２のとおりです。 

② 収支状況   別紙１－２のとおりです。 

③ 講座開催状況 別紙１－３のとおりです。 

 

３ 管理の条件等 

（１）指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間とします。ただし、管理を継続する

ことが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部

の停止を命ずることがあります。 

（２）指定管理者が行う業務 

① センターの利用の許可に関する業務 

② センターの利用の停止又は利用の許可の取消しに関する業務 

③ センターの利用料金の収納、減免及び返還に関する業務 

④ センターの施設、設備及び物品の維持管理に関する業務 

なお、指定管理期間内で施設内照明のＬＥＤ照明への切り替えを進めることとします。現

状で、LED 化が未達成の照明の数量は別紙５の通りです。 

 

 
名 称／所在地 敷地 建物 施設内容 

蓮田市コミュニティセンター

／ 

蓮田市大字貝塚１０１５番地 

4,753.55

㎡ 

鉄筋コンクリート造

平屋建て  

延べ床面積９０５㎡ 

昭和５５年建築 

集会室、事務室、会議室 1・2、

和室 1・2、調理室、ホール、

トイレ、玄関等 
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⑤ その他、市長が必要と認める業務、及び市長が承認をした指定管理者が自ら行う事業 

なお、詳細については、別紙２の「蓮田市コミュニティセンター指定管理業務仕様書」に

定めるとおりとします。 

（３）管理の基準 

① 法令等の遵守 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、条例及

び蓮田市コミュニティセンター管理規則（昭和５６年蓮田市規則第２号）、蓮田市情報公開

条例（平成１３年蓮田市条例第１４号）及び蓮田市情報公開条例施行規則（平成１４年蓮田

市規則第５号）、蓮田市個人情報保護条例（平成１２年蓮田市条例第３６号）及び蓮田市個

人情報保護条例施行規則（平成１２年蓮田市規則第４３号）、蓮田市行政手続条例（平成９

年蓮田市条例第１１号）及び蓮田市行政手続条例施行規則（平成９年蓮田市規則第３５号）、

その他関係法令等を遵守してください。 

② 利用時間及び休業日 

ア 利用時間は、条例の規定により午前９時から午後９時までとします。 

イ 休業日は、毎週金曜日（金曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日の場合は除く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までとします。 

③ 指定管理業務の一括委託の禁止 

指定管理業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることを禁止します。ただし、指

定管理業務の一部を委託し、又は請け負わせることについて、あらかじめ市長の承認を得た場

合はこの限りではありません。 

（４）利用料金・指定管理料等 

① 利用料金 

ア 利用料金は、条例の規定により利用者に負担していただきます。 

イ 利用料金は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき、センターの利用料金を

指定管理者が収入として収受できます。 

ウ 利用料金は、別紙３の表に定める上限額以下で、指定管理者があらかじめ市長の承認を

得て定めるものとします。なお、利用料金の減免及び返還に関しても、条例に基づき適切

に処理をしていただきます。  

② 指定管理料 

 指定管理業務に係る指定管理料として、申請書類の収支計画書を参考にして支出予定額から

収入予定額を控除して得た額を支払うことを市と指定管理者が締結する協定書により定めます。 

③ 修繕費・委託費 

事業年度の管理経費の内、修繕費・委託費の基準額（各５０万円以下）に残金が生じた場合

においては、その残金は市に納付するものとします。 

④ 管理口座の開設 

管理に係る収支の内容が把握できるよう、専用の預金口座を開設していただきます。 

⑤ センター使用納付金 

市長が承認をした指定管理者が自ら行う事業（以下「自主事業」という。）を実施した結果、

収益を得た場合はその収益金の２分の１の額を市にセンター使用納付金として納付していただ

きます。 

⑥ 消費税の取扱い 

 消費税の改定が行われた場合は、年度協定において協議します。 
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（５）運営体制 

① 管理員の配置等 

管理員の業務時間帯は、午前８時３０分から午後９時１５分までとし、センターに責任者１

名を配置していただきます。責任者は管理員を兼ねることができます。 

また、管理員の配置にあたっては、労働基準法、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、

その他労働関係法令を遵守していただきます。 

② 開始の整備 

   指定管理者の指定を受けた場合においては、万全の体制で指定管理業務が遂行できるよう自

らの負担と責任において、準備作業を行っていただきます。 

（６）指定管理者と市の責任分担 

   センターの施設、設備等の点検、保守、安全管理及び小規模修繕・委託業務（原則１件当た

り１０万円以下）は指定管理者の費用と責任において行うこととします。また、事故・火災等

による施設、設備等の損害及び被災者に対する責任は事案ごとの原因により判断しますが、第

一次的責任は指定管理者が有するものとします。なお、主な責任分担は次のとおりとします。 

種 類 内  容 

負担者 

市 
指定 

管理者 

法令変更 本事業に係る根拠法令の変更、新たな規制立法等の成立など 協議 

許認可 
事業実施にあたり市が取得すべき許認可の遅延・失効など 〇  

事業実施にあたり指定管理者が取得すべき許認可の遅延・失効など  〇 

利用者 指定管理者が行う管理に対する苦情など  〇 

税制度の 

変更 

消費税率及び地方消費税率の変更 協議 

法人税（法人市民税を含む。）率の変更  〇 

上記以外で、施設管理、運営費に影響を及ぼす税制改正 協議 

第三者 

賠償 

市の責任に帰すべき理由による事故により第三者に与えた損害 〇  

指定管理者が行う管理に起因する事故により第三者に与えた損害  〇 

事業の中 

止・延期 

市の指示、議会の不承認等による本事業の中止・延期など（予算案 

の不承認など） 
〇  

上記以外の事由による事業の中止・延期（不可抗力を除く。）  〇 

指定管理者の事業の放棄・破綻  〇 

再委託の 

管理責任 
指定管理者が締結する契約の相手方の管理など  〇 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、地震、火災、騒乱などの市又は指定管理者 

のいずれの責めにも帰すことのできない自然的、人為的な現象）に 

よる事業の変更、中止 

〇  

不可抗力により第三者に与えた損害 〇  

不可抗力による事故時の対応  〇 

不可抗力による市所有の施設、設備、備品等の損害 〇  

不可抗力による指定管理者所有の設備、備品等の損害  〇 

業務内容 

の変更 

市の指示による業務内容の変更 〇  

上記以外の要因による業務内容の変更  〇 
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施設の 

損傷 

市の責任に帰すべき理由による事故、火災等による施設の損傷 〇  

指定管理者の責任に帰すべき理由による事故、火災等による施設の

損傷 
 〇 

第三者の事由による事故、火災等による市の施設、設備、備品の損

傷 
〇  

第三者の事由による事故、火災等による指定管理者の設備、備品の

損傷 
 〇 

維持 

管理費 

市の指示による維持管理費の増大 〇  

市の指定以外の要因による維持管理費の増大（物価変動、金利変動、

資金調達など） 
 〇 

終了手続 
指定期間終了時の施設の水準の保持  〇 

事業終了時における手続に要する費用  〇 

※上記に該当しない場合は、別途協議するものとします。 

 

４ 申請の資格 

 指定管理者の申請の資格は、次のとおりとします。 

 （１）法人その他の団体（以下「法人等」という。）であること（個人での申請はできません。）。 

（２）条例第１５条第２項に規定する基準を満たしていること。 

（３）類似業務を運営した管理実績があること。 

（４）法人等であっても、次のいずれかに該当する場合は申請を行うことができません。また、

申請後、指定を受けるまでの間にいずれかに該当することとなった場合、その資格を失うこ

とになります。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により一般競争入

札等の参加を制限されている法人等 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている法人等 

③ 蓮田市建設工事等に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止等措置を受けている法

人等 

④ 国税及び地方税等納付すべき税金を滞納している法人等 

⑤ 指定管理者の責に帰すべき事由により、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定によ

り指定を取り消され、その取消の日から起算して２年を経過しない法人等 

⑥ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

⑦ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員で

なくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制の下に

ある法人等 

⑧ その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実上参加してい
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る者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者をいう。）が

暴力団の構成員等である法人等 

 

５ 提出書類 

（１）蓮田市コミュニティセンター指定管理者指定申請書 別紙４  

（２）申請の資格を有している旨の誓約書（様式任意） 

（３）事業計画書（様式任意） 

  今後５か年における事業計画書を作成してください。記載事項は次のとおりとします。 

① 施設の管理運営方針 

ア 施設の設置目的に沿った管理運営についての基本的な考え方 

イ 管理運営に係る経費縮減の具体的な方策及び収入額を高めるための具体的な方策 

ウ 施設の効用を最大限に発揮するための提案 

エ 自主事業運営のための具体的提案 

オ 利用者の平等な利用を確保するための考え方 

カ 地域や行政との協調及び連携についての考え方 

② 利用者サービスの向上及び利用促進 

ア 利用者に対し、より良いサービスを提供するための具体的な提案 

イ 利用者ニーズの把握・反映のための方策 

ウ データの電子化と保護についての考え方 

エ 利用促進のための具体的な提案 

③ 組織及び人事管理体制 

ア 管理運営に係る組織体制についての考え方 

イ 人員の配置計画及び勤務体制についての考え方 

ウ 高齢者を含む市内居住者の雇用についての考え方 

 エ 人材育成（研修等）についての考え方 

④ 利用料金等の設定 

ア 利用料金の設定についての考え方 

イ 利用料金の減免及び返還についての考え方 

ウ 収支計画書を上回った収入があった年度における当該上回った部分の還元方法等の取扱

いについての提案書 

⑤ 危機管理体制 

ア 防災・防犯対策及び発生時の対処について 

イ 苦情防止対策及び発生時の対処について 

ウ 管理員業務時間外における管理体制について 

エ 現金等の不正防止対策について 

⑥ 維持管理 

ア 施設、設備、植栽等の維持管理についての考え方 

⑦ 個人情報の保護等 

ア 個人情報の保護についての考え方 

イ 情報公開についての考え方 

⑧ 環境対策 
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ア ごみの分別、省エネルギー、省資源及びリサイクルへの取組みについての考え方 

（４）収支計画書（様式任意） 

今後５か年における収支計画書を年度ごとに作成し、積算内訳書を添付してください。なお、 

予定する指定管理料を収入に加えて、収支が合致するよう計画書を作成してください。 

（５）法人等の概要等に関する書類（様式任意） 

① 法人等の概要 

ア 経歴及び事業内容 

イ 代表者の履歴 

ウ 法人の場合は資本金、従業員数、事業所数等の規模が分かる資料及び経営理念・方針、

経営の効率化や透明性の確保、管理・チエック体制等が分かる資料 

エ センターと同様な施設の管理実績が分かる資料 

② 役員名簿 

ア 法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実上参加している者の名簿を、

その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者の名簿 

イ 役員名簿は、役職名、氏名、生年月日、性別及び住所が記載されているものであること。 

③ 法人等の代表者の連絡先 

（６）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類（最新のもの） 

（７）法人の場合は当該法人の登記事項証明書、法人以外の団体の場合は代表者の住民票の写し（申

請の日の前３か月以内に発行のもの） 

（８）法人等の、申請の日の属する事業年度の直近２事業年度の事業報告書、貸借対照表及び財産

目録又はこれらに類するもの 

（９）法人等の、申請の日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書 

（10）法人の場合は国税（法人税、消費税）及び主たる事業所の所在地の法人市町村民税の直近２

年分の納税証明書、法人以外の団体の場合は代表者の納税証明書 

（11）本市と埼玉県警察本部との「指定管理者からの暴力団排除に関する連絡協調体制の確立につ

いての合意書（平成１８年９月１９日成立）」に基づき、蓮田市コミュニティセンター指定管理

者指定申請の際に提出された役員名簿により、本市が埼玉県警察本部に対して指定管理者の申

請の資格要件の有無を確認することについての同意書（様式任意） 

 

６ 申請の手続 

（１）申請受付期間 

令和８年９月７日（月）から令和８年９月１８日（金）までの午前９時から午後５時まで。 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

（２）提出先 

申請期間内に下記に直接持参してください。郵送等による提出はできません。 

蓮田市大字黒浜２７９９番地１ 

蓮田市 環境経済部 自治振興課 コミュニティ施設管理担当（市役所２階） 

電 話 ０４８（７６８）３１１１ 内線２２６ 

電子メールアドレス jichi@city.hasuda.lg.jp  

（３）提出部数 

  正本１部、副本１０部（複写可） 

 



7 

 

（４）施設の公開 

現場説明は行いませんので、視察を希望される場合は、申請期間の業務時間内にセンターに来 

場してください。なお、入出の際には事務室の受付に用件を伝えたうえ、利用者の迷惑にならな

いように視察してください。 

（５）質問及び回答 

① 受付 令和８年８月１８日（火）～令和８年８月２５日（火）の午後５時までに、（２）の

提出先宛てに電子メールで提出してください。電話、FAX 等では受け付けません。提出後、

電話により到着確認を行ってください。 

③  回答 原則として令和８年９月４日（金）までに文書又は電子メールにより全申請者に

回答します。質問内容によっては、回答までに一定期間を要する場合がありますので、御

了承ください。 

 

７ 選定方法 

（１） 指定管理者の候補者の選定方法 

  蓮田市コミュニティセンター指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）の評価を受

けたうえで、市が候補者を決定します。 

（２）選定委員会 

第一次選定は書類審査で行います。第二次選定では、申請者によるプレゼンテーションを実施

します。該当者には、開催日を別途通知します。 

（３）選定基準 

蓮田市コミュニティセンター指定管理者選定委員会設置要綱の蓮田市コミュニティセンター採

点表により、次に掲げる項目に基づき審査を行います。 

申請者が１者のみの場合であっても、最低制限基準に満たない場合は選定されず、再度募集を

行います。 

① 業務遂行能力 

② 施設の効用を発揮できる運営 

③ 自主事業 

④ 利用者の平等な利用の確保 

⑤ 地域や行政との協調及び連携 

⑥ より良いサービスを提供するための具体案 

⑦ 利用者ニーズの把握・反映のための方策 

  ⑧ 利用促進のための具体的な提案 

⑨ 市内の雇用創出 

⑩ 組織及び人事管理 

⑪ 人材育成（研修等） 

⑫ 防災・防犯対策及び発生時の対応 

⑬ 苦情防止対策及び発生時の対応 

⑭ 維持管理体制 

⑮ 経費の縮減及び収入額を高めるための方策 

⑯ 収支計画  

⑰ 個人情報の管理 

⑱ 環境対策 
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⑲ 安定した経営基盤の保有 

⑳ 類似業務を運営した管理実績 

 

８ 指定管理者の指定及び協定の締結 

（１）指定管理者の候補者の決定後は、蓮田市議会における議決を経て、指定管理者が指定されま

す。 

（２）指定管理者の指定後においては、市と指定管理者とは、業務内容に関する事項、指定管理料

に関する事項などについて協議の上、協定を締結するものとします。 

   なお、協定は指定期間を通じて基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごとの「年度協

定」を締結します。 

 

９ 留意事項 

（１）次の事項に該当する場合は、無効又は失格になることがあります。 

① 資格要件を欠く場合 

② 申請書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

③ 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されている場合 

④ 虚偽の内容が記載されている場合 

（２）その他 

① 市と埼玉県警察本部との「指定管理者からの暴力団排除に関する連絡協調体制の確立につ

いての合意書（平成１８年９月１９日成立）」に基づき、市では、提出された役員名簿により、

埼玉県警察本部に対して指定管理者の申請の資格要件の有無を確認させていただきますので、

あらかじめご承知おきください。なお、この合意書に基づく個人情報は、指定管理者からの

暴力団関係員の排除を徹底する以外の目的には利用しません。（守秘義務） 

② 申請に要する費用は申請者の負担とします。 

③ 申請書類は、日本工業規格 A 列４番の規格を使用するものとします。ただし、パンフレッ

ト等、既に作成されている書類を添付書類として提出する場合は、他のサイズでも可としま

す。 

④ 提出書類一覧表を各ファイルの目次としてセットしてください。 

⑤ 提出書類一式を「５ 提出書類」の順番にフラットファイル等に綴り、ページ番号を付し、

書類ごとにタックインデックス等を付し、書類の種類が判別できるようにしてください。ま

た、申請者任意の表紙・背表紙（法人等名入り）を付してください。 

⑥ 提出された書類はお返しできません。 

⑦ 提出された書類の著作権は作成団体に帰属します。なお、市は必要に応じて提出された書

類を複写又は公表できるものとします。 

⑧ 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

 

１０ 問い合わせ先 

蓮田市大字黒浜２７９９番地１ 

蓮田市 環境経済部 自治振興課 コミュニティ施設管理担当 

電 話 ０４８（７６８）３１１１ 内線２２６ 

ＦＡＸ ０４８（７６５）１７００ 

電子メールアドレス jichi@city.hasuda.lg.jp  


